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図-1 武蔵野市における過去 20 年間の浸水被害回数
表-1 NILIM2.0に適用した際の氾濫原及び下水道網の設定値
計算メッシュ 20 m × 20 m
メッシュ数 17,255
平均建物以外の粗度係数 0.0498
平均建物占有率 0.34
管路径 300～3,300 mm
管路延長 約 71.39 km
人孔数 1,724
管路粗度 0.013
管路基底流量 0.0015 m3/s
平均等価粗度 0.168
平均斜面勾配 0.306
計算時間間隔 1.0 s 　
2. 対象地域と使用モデルの概要
(1) 対象地域の概要
武蔵野市は東京都特別区の西部に接し，行政面積10.72
km2 の住宅都市である．地形は標高が 50 mから 60 m
で西から東に緩やかな勾配で傾斜している．地質は，第
4期古層ローム層が地層深さ 10 mにおよび，その下層
は砂礫層となっている．本研究で考慮する雨水浸透施
設は，この地質においても浸透効果があるとされてい
る．対象領域は，浸水被害数が多く記録されている武
蔵野市の第一処理区善福寺川排水区を対象とした．排
水区の面積は 641.0 haであり，処理方法は合流式であ
る．図-1に昭和 60年度～平成 17年度までの台風及び
集中豪雨等により浸水した地区を示す．浸水被害は，低
地部や窪地に集中する傾向があるが，吉祥寺北町では
特に浸水被害が多数発生している．
(2) 都市域氾濫解析モデルNILIM2.0の概要
都市域氾濫解析モデル NILIM2.0（New Integrated
Lowland Inundation Model）は，地表面をメッシュ分
割した二次元不定流モデルを用いた氾濫解析と下水道
管路等の水理解析に，一次元不定流による河道モデル，
破堤モデル等による外水流出入量の算定，水門・桶門，
排水機場による河道への排水を組み合わせ，内外水の
やりとりを表現できるモデルである．特徴としては，下
図-2 善福寺川排水区における構築した下水道網
水道管路からの溢水が地表面を流下して拡散する現象
と，下水道管路内の流下状況を判定して，再び下水道
管路内へ戻る現象を考慮することが可能となっている．
本研究では氾濫原モデルと下水道モデルを組み合わ
せた内水氾濫解析モデルを使用し，外水氾濫について
は，武蔵野市において，外水氾濫の被害が記録されて
いないため考慮しないものとした．
(3) モデルの設定値及び計算条件
表-1に氾濫原及び下水道網をモデル化した設定値を
示す．氾濫シミュレーションを行うに当たり，対象領
域をメッシュ間隔 20 m× 20 m，メッシュ数 17,255に
メッシュ分割を行い NILIM2.0 に適用した．パラメー
タ決定において，建物以外の底面粗度係数については，
土木研究所資料7)を参考に，武蔵野市の土地利用図より
農地・道路・その他の面積を求め，加重平均式により算
出した．建物占有率は，武蔵野市の建物状況図より，1
メッシュあたりの建物の面積を算出した．
降雨データは，対象領域内にある成蹊気象観測所の
10分間隔降雨データおよび武蔵野市役所が観測行って
いる降雨データを用いた．さらに，浸水氾濫リスクの
定量化を行う際には多くの豪雨事例に対して氾濫シミュ
レーションを行うため，気象庁練馬観測所の 1994年～
2014 年までの 6月から 10月の期間において最大降雨
強度が 30 mm/hrの豪雨事例を取得した．気象庁練馬
観測所の降雨データを用いる際には領域一様に降雨を
与えてよいか検討する必要がある．そこで，気象庁の
複数の観測所の位置データを作成し，ArcGISを用いて
ティーセン分割を行った．その結果，気象庁練馬観測
所は対象領域である武蔵野市第一処理区善福寺川排水
区全域を覆っていることが確認できたことから，本研
究で使用する練馬観測所の降雨データを領域一様に降
雨を与えても差し支えないと判断した．
下水道網の構築にあたり，武蔵野市の下水道台帳を
基に，管路径が φ300 mm以上の管路を抽出した．構築
した下水道網を図-2に示す．表-2はNILIM2.0を用い
て氾濫シミュレーションを行う際の計算条件である．管
路の計算時間間隔は 1.0 s，基底流量は下水道管路の晴
天時流量である 0.0015 m3/sとした．圧力波速度は中
村ら8)の下水道網に適用された 20 m/sを標準値として
用いた．
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表-2 氾濫シミュレーションを行う際の計算条件
項目 設定値
計算時間間隔（管路）　（s） 1.0
収束緩和係数 0.9
基底流量　（m3/s） 0.0015
人孔内局所損失係数 0.0
収束許容誤差 0.005
圧力波速度　（m2/s） 20.0
3. 浸水氾濫リスクの定量化
(1) 武蔵野市における氾濫メカニズムの概要
武蔵野市において浸水氾濫リスクを定量化するにあ
たり，氾濫メカニズムの概要について検討した．降雨
事例として 2005年 9月 4日の豪雨事例を対象とした．
図-3は吉祥寺北町内にある下水道管路内の水位変動を
示している．同図から，初期降雨時では管路内の水位が
上昇していないことが確認できた．しかし，50mm/hr
の降雨時では管路内がほぼ満管状態となっている．本
研究の対象領域である武蔵野市第一処理区善福寺川排
水区の対応強度は 40 mm/hrとされており，50 mm/hr
の降雨により下水道からの氾濫が示唆される結果となっ
た．また，図-4は対象領域内の管路満管状況を示して
おり，赤色になると管路内が満管状況を示している．同
図から吉祥寺北町以外の地域においても 50 mm/hrの
降雨時では，満管状態となっている管路が多く見受け
られ，対象領域全域にて下水道からの氾濫リスクが高
いことが示唆された．また，ピーク降雨時では，下水
道管路内の水位が地表面より上にあり，浸水している
ことが確認できた．50mm/hrの降雨からピーク降雨ま
では約 60minであり，60min以内に下水道管路内の下
水が人孔から溢水し浸水したと考えられる．また同図
から窪地になっていることも確認でき，一度溢水する
と湛水し続ける恐れがあると思われる．このことから，
内水氾濫は下水道管路内が満管状態となってから，非
常に早い時間に浸水被害をもたらすと推測できる．
続いて，吉祥寺北町内にある人孔内の水位・流量・溢
水量の変動図からの氾濫メカニズムの概要を述べる．本
稿では溢水量の変化図について記載する．図-5は吉祥
寺北町内にある各人孔の時系列溢水量の変化図を示し
ている．同図は正の値の時に人孔からの溢水を示して
おり，負の値の時には人孔へ流入していることを表し
ている．同図から，上流側にある人孔（数字が大きい
ほど上流側を示す）では，人孔からの溢水量が多いこ
とが確認できた．人孔番号 34 と人孔番号 35を比較し
てわかるとおり，人孔番号 34では溢水は確認できない
が，人孔番号 35では溢水していることがわかる．また，
人孔番号 37 では溢水量が多いことがわかる．これは，
人孔番号 37へ接続している管路が複数あり，許容能力
超えることで他の人孔より多く溢水していると推測で
きる．また，同地区における 2005年 9月 4日の豪雨事
 40
 42
 44
 46
 48
 50
 52
 54
 56
 58
 60
203.1187.5134.985.10
Le
ve
l (
m)
Length (m)
Ground
Sewerpipe Bottom
Sewerpipe Top
Water
Inundation
（a）降雨初期時の水位
（240min）
 40
 42
 44
 46
 48
 50
 52
 54
 56
 58
 60
203.1187.5134.985.10
Le
ve
l (
m)
Length (m)
Ground
Sewerpipe Bottom
Sewerpipe Top
Water
Inundation
（b）50mm/hr の降雨時の水
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（d）浸水被害の減衰時の水
位（820min）
図-3 2005 年 9 月 4 日の事例における下水道管路内の水位
状況
図-4 対象領域内における下水道管路内の満管状況
例の最大溢水継続時間は 280minであり，各人孔の溢水
量の合計値は 45,935m3 となった．
(2) 浸水氾濫リスクの定量化
本研究では初めに浸水氾濫リスクの定量化を行うに
あたり，モデルの再現性を検証した．気象庁の降雨デー
タを 20年分（6月～10月の期間）取得し，全降雨事例
に対して氾濫シミュレーションを行い，浸水被害の回
数を算出することで，NILIM2.0の検証及び，どの地域
において浸水被害が多く発生するのか検討した．図-6
にメッシュごとの浸水回数を示す．過去 20年間の浸水
実績図を示した図-1と比較すると，シミュレーション
による浸水回数は過大に浸水を記録している．これは，
浸水の定義を浸水深が 0.1 m以上としたため，浸水被
害の実績図と比較すると過大になったと思われる．ま
た，床上浸水とされている 0.5 m以上のシミュレーショ
ンによる浸水回数においてもやや過大に浸水回数が記
録された．しかし，吉祥寺北町では，多く浸水記録が
確認されたことから武蔵野市において，NILIM2.0のモ
デルの再現性は概ね妥当であると判断した．
また，同図から吉祥寺北町では取得した豪雨事例の
中で，0.1 m以上を浸水したと定義した場合では 20回
から 30回浸水し，床上浸水では 10回から 20回程度の
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（a）人孔番号 34
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（b）人孔番号 35
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（c）人孔番号 36
-5
-4
-3
-2
-1
 0
 1
 2
 3
 4
 5
 0  200  400  600  800  1000  1200
O
ve
rfl
ow
 (m
3 /s
)
Time (min)
Overflow
（d）人孔番号 37
図-5 2005年 9月 4日の事例における吉祥寺北町内の各人孔
の時系列溢水量の変化
浸水回数が得られた．このことから，同地域は床上浸
水の発生回数が多い地域であると示唆された．
(3) 降雨形態別の浸水発生リスク
最後に武蔵野市においてどのような降雨事例に対し
て浸水被害が発生しやすいのか検討した．取得した気
象練馬観測所の降雨データを 9ケースに分類した．降
雨の分類を行うにあたり，閾値を設定し図-7のように
散布図を作成することで降雨形態の違いによる浸水発
生リスクの定量化を試みた．ここで，図-7は降雨強度
と総降雨量の散布図を示している．また，確率降雨規
模は練馬観測所より取得した 6月～10月の期間におけ
る 20年分の降雨データを基に 5ヶ月分に 20年間を乗じ
た値を分母とし，6月～10月における豪雨の発生確率
を算出した．図-8は浸水被害の発生リスクを示したも
のであり，Rain4及び Rain9 の降雨事例における浸水
発生リスク（％）を算出した図である．浸水発生リス
クの算定方法は上述した豪雨の発生確率に 1 メッシュ
あたりの浸水発生リスクを乗じて算出した．このこと
から，同図は 1ヶ月あたりの豪雨及び浸水の発生リスク
を示しており，赤色になるつれて浸水発生リスクが高
いことを表している．確率降雨規模 Rain9では多くの
地域で浸水する恐れがある結果となった．一方，確率
降雨規模 Rain4では Rain9と比べて，豪雨の発生確率
は高いが浸水発生リスクが低い地域が多いことが確認
できた．しかし，Rain4 においても吉祥寺北町では浸
水発生リスクが高い値を示した．さらに，本稿では記
載しないが床上浸水被害の発生リスクを算定した結果，
吉祥寺北町において特に浸水リスクが高いことが確認
できたことから，同地区は非常に水害に対して脆弱な
地域であることが示唆された．吉祥寺北町が水害に脆
弱な地域である理由として，上述した 50 mm/hrの豪
雨時では管路内が満水状態となっており，溢水しやす
い地域であるため降雨規模によらず浸水リスクが高い
と思われる．
（a）0.1 m 以上を浸水したと仮定した場合の浸水回数
（b）0.5 m 以上を浸水したと仮定した場合の浸水回数
図-6 過去 20年分に対して氾濫シミュレーションを行った際
の浸水回数
4. 雨水貯留浸透施設及び下水道整備による
浸水低減効果
次に，雨水流出抑制策として雨水貯留浸透施設及び
導水管の増設による浸水低減効果を検討した．雨水浸
透施設は雨水浸透ます，雨水浸透トレンチ，透水性舗装
の 3点を検討し，雨水貯留施設は武蔵野市の公立小中
学校を校庭貯留した場合と吉祥寺北町内に雨水貯留施
設を建設した場合の 2点を考慮した氾濫シミュレーショ
ンを行った．下水道整備は，導水管を増設した場合を
検討した．本稿では，雨水貯留施設と導水管を考慮し
た場合における浸水低減効果を示す．
(1) 雨水貯留施設の導入による浸水低減効果
表-3に雨水貯留施設の設置容量を示す．雨水貯留施
設の設置容量の選定には，武蔵野市が公表している計画
を基に選定した．雨水貯留施設は，公立の各小中学校に
建設すると仮定したため，校庭貯留とした．1校あたり
の貯留容量は 500 m3 とし，対象領域内の全て（10校）
の公立小中学校へ建設した場合の合計値は 5,000 m3 と
した．また，前節では吉祥寺北町は浸水被害が多く発
生することが示唆されたので，同地区に雨水貯留施設
の建設した場合の浸水低減効果の定量的評価を試みた．
北町保育園雨水貯留施設の貯留容量は 4,500 m3 とした．
雨水貯留施設の浸水低減効果の評価方法として，地
域別における時系列湛水量の変化図及び降雨規模の違
いによる浸水低減効果を評価方法として検討した．図-9
に 2014年 7月 24日の豪雨事例に対する武蔵野市の地
域別における時系列湛水量の変化図を示す．本稿では
吉祥寺北町及び吉祥寺東町について記載する．同図か
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図-7 総降雨量と降雨強度による分類分け
（a）Rain4 における浸水被害の発生リスク
（b）Rain9 における浸水被害の発生リスク
図-8 0.1 m 以上を浸水したと仮定した場合の降雨規模別の
浸水発生リスク
ら，吉祥寺北町での湛水量の低減効果が吉祥寺東町と
比較して，小さい結果となった．吉祥寺北町は北町保
育園雨水貯留施設を建設した場合を想定しており，同
地区において低減効果が大きいと思われたが同地区の
下流側に位置する吉祥寺東町にて低減効果が得られた．
吉祥寺北町でのCaseALLにおける最大湛水量の低減率
は 4.5％となり，吉祥寺東町では 17.1％となった．こ
れは，上流側で雨水を貯留することにより下流側へ雨
水流量が減少し下水道施設の負荷を軽減したため，吉
祥寺北町と比べて吉祥寺東町にて低減効果が大きくなっ
たものと考えられる．このことから，北町雨水貯留施
設は吉祥寺北町においても浸水低減効果は得られたが，
下流側に位置する地域に大きな浸水低減効果を与える
ことが示唆された．
図-10に確率降雨規模別の浸水メッシュ数の浸水低減
効果を示す．確率降雨規模は土木研究所が調査を行った
アメダス観測地点の中で 20年以上の毎年最大値が得ら
表-3 雨水貯留施設の設置容量
Case 名 貯留施設の種類 設置容量
Case0 貯留なし 0（m3）
SG3 校庭貯留 3 校 1,500（m3）
SG6 校庭貯留 6 校 3,000（m3）
SG10 校庭貯留 10 校 5,000（m3）
ALL SG10 ＋北町雨水貯留施設 9,500（m3）
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（a）吉祥寺北町における時系列湛水量の変化
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図-9 2014 年 7 月 24 日の事例に対する地域別における時系
列湛水量の変化
れる観測地点を抽出し，各地点の 1時間確率降雨量を
算出している．練馬観測所においても確率降雨量が算
出されていることから土木研究所の調査を参考にした．
同図から確率降雨規模が高い降雨事例では浸水低減効
果が大きいことが示唆された．1/5 確率降雨規模の浸
水メッシュ数の低減率は 82.6％，1/15確率降雨規模の
低減率は 74.6％となり，1/50確率降雨規模の豪雨事例
では 37.1％となった．このことから，降雨規模の違い
によっても雨水貯留施設の浸水低減効果が異なってく
ることが示唆された．比較的弱い豪雨事例では，浸水
被害の低減が大きく見込め，強い豪雨事例においては，
雨水貯留施設に加え他の流出抑制策を併用することで
浸水被害を低減していくことが望ましいと考えられる．
(2) 導水管の増設による浸水低減効果
導水管の増設は吉祥寺北町での浸水被害を低減する
ことを目的としているため，浸水被害が最も発生しや
すい地域に雨水が流れ込まないように導水管の増設を
Hosei University Repository
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（a）1/5 確率降雨規模
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（b）1/15 確率降雨規模
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（c）1/30 確率降雨規模
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（d）1/50 確率降雨規模
図-10 確率降雨規模別の浸水メッシュ数の浸水低減効果
想定した．また，導水管の増設場所は 2か所とし，管
路径及び管路延長は表-4に示すように設定した．管路
径は 3,000 mmと 2,000 mmの 2ケースとし，管路延
長は地点Aで約 494.2 m，地点Bで約 511.3 mである．
また，導水管の増設場所を図-11に示す．導水管の増設
による浸水低減効果の評価方法として，浸水深別のメッ
シュ数の変化と地域別の湛水量の変化図を評価項目と
した．
図-12 に 2014 年 7 月 24 日豪雨における各 Case ご
との浸水メッシュ数を示す．同図から，Case0に比べて
導水管を増設した場合すべてのケースにおいて低減効
果が示された．床上浸水（0.5 m 以上）の浸水低減効
果が最も示されたのは CaseAとなった．各ケースの床
上浸水の低減率は CaseAが 52.6％，CaseBが 46.1％，
CaseC が 40.5％，CaseDが 37.5 ％となり，導水管の
増設により 2014年 7月 24日の豪雨事例において，約
4割～5割程度の浸水低減効果が示された．さらに，床
上浸水 1.00 m～1.99 mにおいては CaseAで最も浸水
低減効果が見られ，84.3％の低減率が得られた．一方，
対象領域全体で見た場合，最も浸水低減効果が見えら
れたのは CaseBとなった．このことから，導水管を増
設する場所を変えることで浸水低減効果が異なってく
ることが示された．したがって，どの地域を重点的に
流出抑制策の重きを置くか大変重要であると思われる．
浸水氾濫リスクの定量化の際において 1.00 m以上の浸
水メッシュ数が最も多い地域は吉祥寺北町と推測され
たので，同地区を重点的に流出抑制策を講じるべきと
思われる．
実際に導水管を増設した場合では，地域ごとにおい
て浸水低減効果が大きく異なってくると思われる．ここ
では，地域別の湛水量の時系列変化図を用いて地域ご
との考察を行った．図-13に吉祥寺北町及び吉祥寺本町
表-4 導水管の増設条件
Case 名 導水管の増設場所 管路径 管路延長
（mm） （m）
Case0 導水管なし / /
CaseA 地点 A 3,000 約 494.2
CaseB 地点 B 3,000 約 511.3
CaseC 地点 A 2,000 約 494.2
CaseD 地点 B 2,000 約 511.3
図-11 導水管の増設場所
における時系列湛水量の変化図を示す．同図より，吉祥
寺北町において最も湛水量の低減効果が見られた．雨水
貯留浸透施設の浸水低減効果と比較しても大きく違う
点である．同地区は他の地域と比べて湛水量が多いこと
もあるが導水管の増設により下水道の雨水を中町及び
吉祥本町内にある下水道管路へ導水できたと考えられ
る．吉祥寺北町における Case0の最大湛水量は 64,007
m3となり，導水管を考慮した場合のCaseAでは 39,770
となった．湛水低減量は 9,886 m3 となり，37.9％の低
減効果が得られた．対象地域全域の湛水量の変化図と
比較してみても吉祥寺北町においてはより浸水低減効
果があることが示された．一方，吉祥寺本町における
Case0の最大湛水量は 16,392 m3 であり，CaseAにお
ける最大湛水量は 14,434 m3 となった．湛水低減量は
1,957 m3 となり，11.9％の低減効果が示された．同地
区と吉祥寺北町において浸水低減効果に違いがある理
由として，吉祥寺北町内にへ流れる予定であった下水
が導水管を増設したことにより吉祥寺本町へ導水され
たことにより浸水低減効果の違いが表れたためと思わ
れる．しかしながら，吉祥寺本町内においても導水管
の増設による浸水低減効果が示されたことから，同整
備は浸水対策として有効な対策と思われる．
5. 流出抑制策の費用対効果
上述の通り，流出抑制策として雨水貯留施設及び導水
管の増設は浸水低減効果があることが示唆された．実
際に流出抑制策を講じた場合における発生しうる便益
と雨水貯留施設と導水管の事業費用を算定することで，
経済性の評価指標である費用対効果（B/C：Benefit by
Cost）より最適な流出抑制策を検討を行った．費用対
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図-12 2014年 7月 24日の事例に対する各ケースにおける浸
水深別のメッシュ数
効果を算定するにあたり，国土交通省河川局が公表し
ている治水経済調査マニュアル9)を参考に算出した．方
法としては，まず異なる確率降雨規模を数ケース用意
し氾濫シミュレーションを行った．氾濫シミュレーショ
ンは Case0の事業無しの場合と雨水貯留浸透施設を完
備した場合と導水管の増設を行った場合を考慮した場
合に対して行った．その後に対象領域の資産額を算定
し被害率を乗じて直接被害額と間接被害額を算定した．
氾濫シミュレーション結果を基に便益を算定し評価期
間 50年としたことから，施設の残存価値を加算して評
価期間における総便益を算定した．また，雨水貯留浸
透施設の設置にかかる費用と導水管の増設にかかる費
用を算定した．上記で算出した値から経済性の指標と
して，費用対効果を求めた．
また，年平均被害軽減期待値を算定した．年平均被
害軽減期待値は評価期間 50年の総便益を算定に必要と
なる値である．各流出抑制策を講じた場合の 1年間で
発生しうる被害軽減期待値は，雨水浸透施設で約 46億
円となり，貯留施設では約 26億円，導水管の場合では
約 7億円となった．これらの値を基に式 (1)を用いて各
流出抑制策を講じた場合の評価期間 50年間の総便益を
算定した．ここで，bt は t年における年便益，rは割引
率，Sは整備期間（年）である．治水経済調査マニュア
ル9)によると割引率 rは 0.04としていることから，本
研究では同値を r値とした．また，Sの整備期間につい
ては，各流出抑制施設のいずれにおいても整備期間中
の便益を想定していないため Sの値は 0とした．
B =
s+49∑
t=0
bt
(1 + r)t
(1)
事業費用の算定において，雨水浸透ますと浸透トレ
ンチは武蔵野市が浸透施設の設置の助成金を設けてお
り，その値を事業費用とした．浸透ますは P-2型を対
象としており，その助成金額は 1基あたり 20,000円と
なっていることから同値を基に算定した．浸透トレン
チは T-2型を対象としており，助成金額は 1 mあたり
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 0
 20000
 40000
 60000
 80000
 100000
 120000
 140000
 160000
 0  120  240  360  480  600  720  840  960  1080  1200
 0
 10
 20
 30
 40
 50
 60
 70
 80
 90
 100
 110
 120
Fl
oo
di
ng
 V
ol
um
e 
(m
3 )
R
ai
nf
al
l (
mm
/hr
)
Time (min)
rainfall
case0
caseA
caseB
caseC
caseD
（b）吉祥寺本町における時系列湛水量の変化
図-13 2014年 7月 24日の事例に対する地域別における時系
列湛水量の変化
13,000円となっている．浸透ますは 1棟あたり 3基設
置するとしたため，1棟あたりの設置費用は 60,000円
となった．また，浸透トレンチは浸透ますとますの間
に設置するとし，ますとますの間の長さは 3 mとした
ため，1棟当たりの設置費用は，39,000円となった．浸
透ますを各住宅に 100％設置した場合の費用は約 10億
円となり浸透トレンチの費用は約 13億円となった．ま
た，透水性舗装については，都土木技術センター年報
による概算工事費計算結果10)や雨水貯留浸透技術協会
が発行している資料11)によると 1m2 あたり 7,000円～
13,000円とされている．本研究では，雨水貯留浸透技
術協会が発行している資料11)を参考値として，透水性
舗装の費用は 1m2 あたり 7,000円とし，透水性舗装を
100％整備した場合の費用は約 66億円となった．
貯留施設の整備費用は武蔵野市の下水道総合計画の
事業実施概要に事業費が記載されており，その事業費
は校庭貯留の事業費が約 4億円，北町保育園雨水貯留
施設の事業費が約 8億円となり，総額約 13億円となっ
ていることから，同値を貯留施設の費用とした．導水
管の増設費用は同じく武蔵野市の下水道総合計画によ
ると，事業費が約 6億円となっていることから同値を
導水管の費用とした．
表-5に流出抑制策を講じた場合における費用対効果
を示す．同表は上記で算定した総便益額と事業費用額を
まとめたものである．浸透施設の総便益額は 9,796（百
万円）となり事業費用が 8,900（百万円）となった．費
用対効果（B/C）は 1.10となったことから，浸透施設
の設置による浸水対策事業の有用性が示唆された．同
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表-5 流出抑制策を講じた場合における費用便益比（B/C）
総便益額 事業費用額 費用対効果
（百万円） （百万円） (B/C）
浸透施設 9,796 8,900 1.10
貯留施設 5,660 1,275 4.44
導水管 1,536 620 2.48
3 事業の合計 16,992 10,795 1.57
様に貯留施設の便益額は 5,660（百万円）となり事業費
用が 1,275（百万円）となったことから，費用対効果は
4.44となり浸透施設よりも費用対効果が高い結果が得
られた．導水管の費用対効果は 2.48となり，いずれの
流出抑制策においても浸水対策事業としての有用性が
示唆された．また，すべての事業を同時に行った場合
の総便益と事業費用を算定したところ，3つの流出抑制
策を講じた場合の総便益額は 16,992（百万円），事業
費用が 10,795（百万円）となり，費用対効果が 1.57と
なった．これらの値はあくまでも各流出抑制策の便益
額と事業費用をそれぞれ足し合わせた場合の値である
が，3つの流出抑制策を同時に実施した際には少なくと
も本研究で算出した値よりも高い値を示すことが期待
される．単一の事業としては雨水貯留施設の費用対効
果が最も高い結果となったが，複数の事業の組み合わ
せも含めて，費用対効果と許容される浸水リスクの両
面から最適な流出抑制策を検討する必要がある．
6. 結論
本研究は東京都武蔵野市を対象に浸水氾濫リスクの
定量化と都市型水害が発生した場合における最適な流
出抑制策の検討を目的とした．都市域氾濫解析モデル
NILIM2.0を用いて対象領域をメッシュ分割し下水道網
の構築を行った後，同地域の氾濫シミュレーションを
行った．得られた知見を以下に列挙する．
• 東京都武蔵野市において浸水氾濫リスクの評価を
行うことができた．同市は強い雨が降った際に浸
水被害に対して脆弱な地域があることが示唆され
た．特に吉祥寺北町は床上浸水が発生しやすい地
域であることが示唆された．
• 雨水浸透施設は対象領域全域において浸水低減効
果が見られ，浸水被害の低減効果が見込めること
が示唆された．
• 雨水貯留施設は浸透施設とは異なり，地域的に浸
水低減効果があることが示唆された．同施設を設
置した下流地域では浸水低減効果があり浸水被害
の低減効果が見込める結果となった．
• 導水管による浸水低減効果は雨水（下水）を他の
管路へ導水することが確認でき，特に吉祥寺北町
内での浸水被害の低減が見込める結果が得られた．
• 各流出抑制策における便益額と事業費用を推定し，
経済指標である費用対効果の算定を行い最適な流
出抑制策の検討を行うことができた．また，本研
究で考慮した 3つの流出抑制策いずれにおいても
浸水対策事業の有用性が示唆された．
また，今後の課題を以下に列挙する．
• 流出抑制策として下水道管路拡幅を考慮した氾
濫シミュレーションを行い費用対効果の算定を行
う．管路拡幅の際は下流側へ大きな影響（浸水被
害の増大）があるため，最適な管路拡幅条件を検
討する．
• 本研究において浸透ますは P-2型のみ考慮したた
め，他の型番についても考慮し浸水低減効果の検
討を行う．また，地域ごとで型番を変化させたり，
浸透ますの設置割合を変化させることによる最適
な流出抑制策の検討を行う．
• 便益の算定において交通途絶やライフラインの切
断による波及被害項目を検討することで，総合的
な被害額を推定する．
• 武蔵野市の将来の浸水氾濫リスクを評価するため
にGCMデータなどを用いて将来変化について検
討する等が挙げられる．
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